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論文
経営参加と成果配分
奥
?
幸
?
成果配分や経営参加についての研究は散見されるところであるが，多くの場
合この両者の研究はそれぞれ別個におこなわれたものである。両者を関連づけ
たところのものは，せいぜい成果配分の前提として経営参加を指摘するにとど
まる。本稿は， まず経営参加の形態が成果配分方式によって規定されること
を確かめる。このために，対照的なスキャンロン・プラン (ScanlonPlan) と
ナン・プッシュ・プラン (Nunn-BushPlan)をとりあげる。後者は当初労働分
配額の算定基礎額を売上高に求めたが，後にその算定をラッカ一方式に変更し
た。それ故，ナン・プッシュ・プランの研究深化のために，ラッカー・プラン
(Rucker Plan)をも考察の対象とする。これらの制度は， 1930年代初期にその
萌芽をみ，鍛えられながら戦後一定のまとまりをもってあらわれたものである。
経営参加形態と成果配分方式の関連を確かめると同時に，また参加によるこ
れまでの労働組合や団体交渉，さらには企業の意味づけの変化，つまりこれら
の変質の論理をも明らかにする。この究明を通して，労働による経営参加の本
質が明確となる。
(1) 
スキャンロン・プランにおける成果測定の尺度として，労務費比率 (ratio)
がその中心にすえられる。これは，過去のある期間に特定生産単位によって生
1 
110 闊西大學「純清論集』第24巻第3号
産されたものの販売価値 (salesvalue) にたいするこのために支払われた給与
総額 (totalpayroll)の割合をいうのである。1)成果測定の尺度に，一方で販売
価値を用いることによって，従業員にこれに影響を及ぼす諸変数，例えば競争
価格，売れ行き，製品割合などの問題に注意を換起させ，生じた状況の理由を
明確にさせ，問題の克服に努めさせることができる。測定を，他方給与額に限
定することによって，従業員にその給与を労務費として，またそれと販売価値
との関係を意識させ，自身でその費用の統制を可能ならしめる道を開かせる。2)
このようにして，従業員に生産，分配，販売，財務など経営全般にまで関心を
広げさせ，また賃金を経営全般にかかわらしめて費用としてとらえさせる。ス
キャンロン・プランは，従業員に原価と生産販売価値ならびに両者の関係にた
いする関心を強くもたせ，つまりかれらを経営者的視点にたたせ，労使一体と
なって内には合理化，外にむかっては企業間競争の勝利に努力させるように仕
組まれている。これを経済的に保証しようとするのがこの成果測定に基づく配
分である。この意義をになってでてくるのが参加である。
実際給与額 (actualpayroll)が，正味売上高に棚卸高を加減した生産販売価
値にさきの労務費比率を乗じた積，基準給与額 (normpayroll)を下廻る場合，
この差額が賞与原資 (bonuspool)となる。 この原資から，実際給与額が基準
給与額を上廻る月に備えて25%が留保され，この残額について会社側25%,従
業員側75%の割合で配分される。年度末に実際給与額が基準給与額を越えた赤
字合計額を，別途留保額が上廻った場合，この差額は両者に同じ割合で分割配
分される。 この成果は賞与制 (bonussystem)によって，それぞれ月別，年度
別に賞与として支払われる。しかし，留保額を超過した赤字差額は会社側によ
ってひき受けられ，次年度に繰り越されない。プラン実施後，価格，賃金，設
備や生産工程，製品割合などに変化のあった場合には， 比率修正の必要を認
1) Edited by Frederick G. Lesieur, The Scanlon Plan .-A Frontier in Labor-Manage. 
me鐸ICoop、ration―,1958. p.66. 
2) Lesieur, op. cit., pp, 73~74. 
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め，それは慣行的な会計手続にしたがう，とされる。3)
スキャンロン・プランのもとでは，実際給与額を越えた基準給与額の差額は
賞与として支給され， また前者が後者を越えた赤字差額が留保額を超過して
も，それは経営によって負担され，既支払分の切り下げはおこなわれない。賃
金問題は，従来通り団体交渉に委ねられることができるのである。ここに，ス
キャンロン・プランによる参加制の限界がある，と思える。
(2) 
この体制のなかで，労働組合はどのように意義づけられるのであろうか。ス
キャンロンは，最も広範な，最も意義のある参加には，強力な組合が必要であ
る，と信じた。4)強力な組合の存在しない場合， 労働者は経営の決定を批判す
ることを恐れ， また団体交渉の問題や苦情が生産委員会 (productioncommit-
tees)にもち込まれることによって生産委員会の機能の低下をきたさないかと，
スキャンロンは懸念した。経営が組合を認め，組合の目的とそのやり方を理解
する場合，組合は経営に協力するし， 他方その過程で組合は一層強力になる
と，考える。5)
強力な組合とはいえ，スキャンロン・プランのもとでの労働組合は，ゴール
デンによって次のように意義づけられる。労働組合は，団体交渉を通して伝統
的，専断的な産業経営のやり方をある程度まで修正した。組合の存在と経営と
の協約関係の成立によって，経営の方針や決定は一定条件のもとで批判と修正
をうける。この場合の組合は，工場共同体の管理ないしは統治の問題にたいし
て批判的立場にたつ反対党 (aparty of opposition)である。6)
このようにゴールデンは，労働者の組織が経営にたいする反対党として批判
3) Lesieur, op. cit., pp. 66~73. 
4) Lesieur, op. cit., p. 2. 
5) Lesieur, op. cit., p. 60. 
6) Lesieur, op. cit., p. 122. 
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的に機能するという事実を認めはするが，しかし組合が制度的な統一性と主権
を保持しながらも，なお積極的，建設的な役割を遂行しうるという最近におけ
る発展の事実を指摘する。この積極的，建設的な役割とは，組合が個々の構成
員の現場での経験と能力を企業の生産性向上に役だたせる手段 (instrumentali-
ty)となることを意味する。かくて，労働者は，工場共同体において経営権に
従属する非個性的な主体から完全な成人としての市民権を獲得する，という。
ここで，参加の機会が開かれ，労働者が自己承認，威信，身分を手に入れるに
つれて，その自信と自尊心は高まっていく。7)スキャンロン・プランのもとで，
このように組合の，経営にたいする批判的立場を容認しながらも，他方で組合
を工場別ないしは企業別化させるのはもちろん，これに奉仕させる手段として
位置づけるのである。
しかも，経営にたいして伝統的な批判的制度としての団体交渉は変性せしめ
られ，かくて組合の批判的態度は軟化ないしは変質せしめられることになる。
組合の問題と生産性の問題との間に一線が画されている，といわれる。労使は
後者の問題については協力するが，賃金，労働時間，労働条件については団体
交渉を続ける。8) また， 苦情は苦情処理委員会 (grievancecommittee)で取り
あげられ，労使生産委員会で討論されることは決してない。9)とはいえ， 参加
によって組合の集会で経営問題や生産性向上の方法などが討議され，経営状態
を知った組合は苦情を減少させる。団体交渉は，競争，競争価格，収益性，そ
の他低い水準の交渉には決して入ってこない多くの諸要因を導入し，高次，な
いしは成熟の域に達する，といわれる。10) 賃金， 労働時間， 労働条件の交渉
は，企業状況に応じて妥協を余儀なくせしめられる。かくて，参加によって，
団体交渉は企業よりに妥協せざるをえなくなるのである。労働組合の伝統的な
7) Lesieur, op. cit., pp. 122~123. 
8) Lesieur, op. cit., p. 60. 
9) Lesieur, op. cit., pp. 22~23. 
10) Lesieur, op. cit., p. 24. 
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機能であった批判も，企業の維持• 発展への寄与という観点からおこなわれる
ことになるのである。
(3) 
スキャンロン・プランは参加を前提にして成立する組織の哲学である，とい
われる。スキャンロンは基本的な組織原理としての参加の指導的な主唱者で
あり 11), 労使関係の考えに新しい次元をもち込んだ参加技術の発展に貢献し
た12),と評価される。スキャンロン・プランのもとで意味される参加とは，次
のごときものである。真の参加は，労働者に参加感情 (afeeling of participa-
tion)や帰属意識 (asense of belonging)をうえつけることではない。それは，
「生産性の向上に対応する労働報酬の支払方法の発見，この方式を中心に労使
が一つのチームとなりうる仕事上の関係の創造にある。チームが一度確立され
ると， 経営と同様労働の主要関心事は生産性となることがわかる。」13) 「参加
の意味するところのもの，すなわち多くの既存の慣行の強力な批判にとどまら
ず，改善のための積極的，建設的な提案 (suggestions)であり」， これによっ
て各組織構成員は集団の最善の利益のために仕事をする機会をもち，義務感を
感じることになる。14) したがって，スキャンロン・プランのもとでの参加と
は，生産性向上の成果，ないしはその配分基準に労働を関与させることによっ
て労使のチームワークの形成と発展を促し，そして生産性の向上を労使の統一
目標にして労働はこれに協力し，そのになっている仕事の経験と知識を通して
生産方法の改善の提案と討論に加わることをいうのである。
スキャンロンによるこのような参加の主張の根底には，民主主義と民主的な
過程にたいするかれの信念があった，といわれる。民主的な過程を純枠に政治
11) Lesieur, op. cit., p. 51. 
12) Lesieur, op. cit., p. 2. 
13) Lesieur, op. cit., pp. 20~21. 
14) Lesieur, op. cit., p. 52. 
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的な行政領域を越えて産業にまで，さらには人々をその個人的能力に応じて参
加させることのできる全活動領域にまで拡大させるべきだ，と信じていた。15)
参加を実行するための機構として，生産委員会 (productioncommittees)と
審査委員会 (screeningcommittees)の二種の合同委員会の創設が提唱される。
生産委員会は，工場のみならず事務所や技術部門をも含めた会社の全領域に設
定される。その構成は決定権をもつ経営側代表と組合の集会で選出された組合
側代表から成りたつ。無駄を減らし，生産能率を高める方法が討議の主題とな
る。提案の採択．却下についての表決はおこなわれず，その決定権は経営に留
保されている。審査委員会は最高経営層から選出された経営側委員と組合員に
よって選挙された同数の組合側委員によって構成される。組合側委員は生産委
員会の母体となっている複数の部門から選出される場合が多く，また組合支部
長も委員に加わる。審査委員会の機能としては， 1)前月の数字の検討と賞与
ないしは赤字の報告， 2)会社役員とのプランに影響のある事柄についての討
論， 3)種々の生産委員会から送られてきた全提案の合同討議による審査が挙
示される。審査委員会でも，提案の採択．却下の表決はいっさいおこなわれ
ず，提案されたアイディアの採否の決定権は経営側に留保されている。16)
(4) 
二種の合同委員会を通して討議されるところのものは単に生産方法の技術的
改善にとどまらず， 経営全般にわたる問題，すなわち販売問題，競争者， 注
文，さし値，仕損じ，事業の見通し，材料の質，得意先の問題，管理上の難点
などをも含む。したがって，これら問題の討議に会社の全領域から経営の全階
層が加わる。労働側の参加は組合代表によって，組合の存在しないときには従
業員代表によって実現される。しかも，審査委員会で検討される数字は上述の
ように販売価値と原価であり，これを労使の共通目標にして労働をも含めた経
15) Lesieur, op. cit., p. 5~6. 
16) Lesieur, op. cit., pp. 46~49. 
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営の在り方が批判される。つまり，利潤のために労使が協力して内的に経営の
合理化をおし進め，企業間競争に対抗しようとするものである。
経営権の問題は，とりわけ注視されねばならない。生産委員会においても，
審査委員会においても，提案の採否の表決はおこなわれず，この決定権は経営
に留保されている。しかも，多くの提案にたいして遅滞なく時宜をえた決定が
経営に要請されるので，「組織は真の決定者 (boss)をもたねばならない」17)と
いわれる。権限の発動が量的に増加するのである。また，労働が経営的視点か
ら思考し，行動し，経営に協力するのであるから，行使される権限の質的内容
は変化していく。すなわち，経営への対抗者にたいするところの専断的経営権
は意識にのぽってこないo権限の発動と組織への浸透が容易となり，効率的とな
っていく。独断的に事を処理し，命令を強制できる権限は価値をもたなくなる。
民主的リーダーシップが強調される由縁も，またここにある。しかし，この
民主的なる言葉によって意味されるところのものは， D・ マッグレガーによれ
ば次のごときである。それは，「放棄 (abdication)を意味するものではない。
＜全員がすべてのことを決定する＞のではない。その本質は，参加による人的
資源の有効利用にある。それは，細部の監督より全般的監督をおこなう。それ
は＜従業員中心的＞であり，外的権限に依存するよりも責任ある行動と強い自
己統制を奨励する。」18) すなわち，人的資源の有効利用には従業員の自己統制
がより効果的であるとしながらも，権限は経営に留保されていなければならな
いのである。そして，経営の判断は，権利所属，作業規則の法的解釈よりもむ
しろ仕事のやり方，コストの切り下げ，利潤の増大の最善の方法についての意
見の不一致に下される。19) かくて，経営権は，参加によって量的に発動する
機会を多くし，その質的内容において一途に利潤追求にむかって容易にかつ効
率的に発動でき，組織に浸透できるものとなる。経営権は量的に拡大され，質
17) Lesieur, op. cit., p. 62. 
18) Lesieur, op. cit., p. 93. 
19) Lesieur, op. cit., p. 93. 
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的に強化されていくのである。
(1) 
労働生産性について，ラッカーは，従来までの物量的生産性はその有用性，
概念，測定方法に問題があるとしてこれを退ぞけ，かわって市場価値的生産性
を主張する。これは，投入量にはこれまでの一般的な測定尺度である年間賃金
の総和を時間当り平均所得で除した生産労働力の総作業時間を用いるが，産出
量には付加価値を採用して算出される。この付加価値は，計算手続的には全製
造工業製品の年間売上高から原材料，消耗品，動力などの外部購入価値を差し
引いたものである。したがって，これは，製造工業の転換工程ないしは製造工
程で新たに創造された純市場価値であり，同時に企業の処分可能な所得でもあ
る，とされる。ラッカーは，付加価値が生産活動の投入の最終的結果であると
ころから，これを「生産価値」と呼ぶのである。ところが，貨幣価値は永続的
に同一価値を保持しえないから，年間生産価値の総和をその年の物価指数で除
して貨幣価値の修正をする必要があるし，また可能でもある。かくて，生産価
値は時系列的に比較可能な貨幣価値で表示しうることになる。20)
ラッカーは，この生産性を賃金や物価にかかわらしめて1914年から1947年ま
で調査研究を試みた。これは，以下のような結論を導きだした。 1)労働時間
当り生産性は161%, 年間複利成長率で2.95%の向上をみた。労働年当り生産
性では年間平均複利率で2.25彩であった。 2)この生産性の増大と比例して，
賃金は時間当り157彩，年間平均複利率で毎年2.91形，年当りでは 2.2196で増
加した。 3)この結果，労働者への成果配分は，生産価値の39.395%(土1.663 
彩）という長期にわたって一定した平均率をもってしておこなわれた。 これ
20)今坂朔久編著「ラッカー ・プラン一成果配分の原理と適用ー 」（昭和36年）日本能率協会．
83~86ペー ジ。
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は， 1ドルの賃金支払を可能にするには生産価値2.54ドルが必要とされること
を意味した。 4)物価は賃金水準と比較して相対的に61%低落し，これは平均
複利減少率で毎年2.91彩に相当した。これによって，生産性向上の成果を消費
者にも配分したことが示された。 5)総生産量は277彩に増大した。企業所有
者にたいする配当所得は生産量の拡大からのみ得られたのであって，物価上昇
や労働力の節減からもたらされたものではなかった。 6)人口増加は年間複利
率で 1.13鍬工場労働者家族の総人口は 1.14彩であった。人口増加率に比し
て，総生産の伸び率は3.6倍であり，増加した人口 1人当りの製品供給を160形
増大させたことになる。 7)実際雇用量（仕事の延時間）は 44彩の増加を実現
し， これは平均年間複利率で 1.11彩に相当し，毎年の人口増加率と同率であ
る。
これらの傾向は時代のいかんにかかわりなく一貫性をもっており，したがっ
てこれまた将来にむかっての予報可能性をもっている。この現象を「ラッカー
生産分配の原則」という。したがって，生産分配の原則にしたがうならば，労
務費とそれ以外の経営費との配分割合に関して議論の余地がなくなる。この分
配率は，「顧客， 原料供給者，従業員および企業所有者の利益がその企業をと
りまく特定の競争勢力の相互作用によって均衡状態にいたる時の数学的点を示
している」21) のである。それは，非恣意的，非人間的な方法で確立されてい
る生産価値の分配率である。個々の企業水準においてこの数値を確定すること
によって，処分可能収入の配分が決定されるのみならず，全関係者の相互利益
になる生産性と賃金の向上を促進する上での労使関係の基礎が提供される，と
いう。22)
ラッカー生産分配の原則から，労働分配率が一定に規定されるならば，労働
者の給与は生産性に依存することになる。企業利益は生産量の増大からのみ得
られたのであって，生産性向上の成果は消費者に還元している。だとすれば，
21)今坂，前掲書， 101ページ。
22)今坂，前掲書,101~102ページ。 ，?
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労働者は所得の増加のためには生産性を向上させねばならず，経営者は，生産
量を増大させるために生産性を高めて，物価を下落させ，雇用労働時間を増や
さねばならない。かくて，ラッカーは，経営者と労働者の基本的利益は同一で
あるという結論に達する。28)
そこで，労使双方にたいする生産価値成果の公平かつ正確な分配を保証する
分配率が確定されるならば，成果の配分にあずかりたいと願う従業員の欲求を
かなえることができ，かれらを企業の協力者たらしめることができるのであ
る。この分配率の算定は数字に基づくが故に機械的であり，その配分は事務的
で簡潔な方法である。したがって，労使によるこの合意は可能である。労使の
団結と協調によって，生産性向上のための偉大な機会が数多く開かれる，とい
うのである。24)
(2) 
このように生産分配の原則のもとでは生産価値にたいする給与の取り分が明
確になっており，この点でこれは従来までの差別的賃率と根本的に異なる。ラ
ッカーは，差別的賃率を有能な労働者の雇用手段として，また能力による給与
の支払手段として一応それなりに評価するが，しかし給与と生産価値との間の
関係が不明確であるとして批判する。この関係の不明確さが労働者に分配にた
いする不公平感をいだかせ，これが労使関係を悪化させることになる。生産価
値にたいする給与の取り分が一定である生産価値分配方式のもとでは労使の毎
年の議論は実りないものである，という。25)
個別払方式にたいする工場全体ないしはチームワーク方式と呼ばれるところ
のもののなかで，生産価値分配方式についてその第 1の特徴として，ハワード
・ストロングは， 「ラッカー・プランの分配率は組合との団体交渉の対象外に
23)今坂，前掲書， 104ペー ジ。
24)今坂，前掲書， 145ペー ジ。 224ペー ジ。
25)今坂，前掲書， 193~196ペー ジ。
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ある」ことを指摘する。26) i)物量的生産によって賃金の支払を規定する生
産高分配制 (VolumeSharing)または生産奨励金制度 (ProductionBonus Sys-
tern)は通常団体交渉の対象となる。 i)利潤分配制 (ProfitSharing)の条項
は労働組合の交渉によって決められることが多く，これは通常組合交渉委員に
とって賃金ベース引き上げ要求の足がかりとなる。 ii)時間給従業員に会社販
売高の一定割合を保証する売上高分配制 (SalesSharing)の代表格として， 上
述のスキャンロン・プランがあげられる。「この方式は団体交渉の対象ではな
いが，労働協約の一部としてその比率修正ができるという条件でこれを採用し
てもよいし，またそんな条件をつけなくてもよいのである。」27) マックレガー
は， この分配分を団交の対象にすることを積極的に支持している， といわれ
る。 iv)生産性指数制 (ProductiveIndex Plan)は賃率の決定を生産性統計に基
礎づけようとするものである。この指数を政府，業界団体の作成にかかわる全
経済の統計に求め，これを賃金交渉の基礎に用いてきた。しかし，全国的指数
と企業ないしは工場の指数とは当然相違する。特定の企業ないしは工場での固
有の生産性に比例した給与の支払をするチームワークインセンティプ・プラン
として創案されたのがラッカー・プランである。
給与支払に生産価値的生産性の尺度をあてるだけでも， 「労使協同の団体契
約へ等くことができる」といわれる。論議は推量よりも，事実に基づいておこ
なわれるようになる。28) ましてや，労働者の経営参加を等入したラッカー・
プランにあっては，なおさらである。これは，分配を力関係によって決定する
のではなく，数字という事実をもって根拠づけることを可能とする状況をつく
りだす。かくて，無益な議論や行為にむけられていた従業員のエネルギーは利
害者集団の共通の利益となる生産価値的生産性の向上にむかってより効率的に
集中されるであろう，という。ラッカー・プランの導入は，労働組合の伝統的
26)今坂，前掲書， 206ページ。
27)今坂，前掲書， 204ページ。
28)今坂，前掲書171ページ。
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な団体交渉力を無力化させ，労働を生産性の向上に努力させていくのである。
しかも，売上高よりも企業収益としての性格に近い処分可能価値を前提とした
分配論では，労使の間で議論の余地は少なくなる。これを団体交渉の対象とし
ても，その意義はうすれていくのである。
(3) 
経済は，所有者，従業員ならびに消費者を含めた三位一体のものとして把握
される。29) 従業員を企業発展の協力者として企業の中に位置づけようとする
ラッカーの意図は容易によみとれる。消費者は，会社を形成する集団の共同的
努力に現実的価値を与える，といわれる。30)したがって，経営はこの三者を満
足するような方法で運営されねばならず，そうでないと経営の存立はおぽつか
ない。不満足な構成員は他の構成員に経済的制裁を加える。所有者は資本の提
供を，従業員は操業を，消費者は購買を拒否する。ラッカー・プランは，いわ
ゆる数学的科学的手法なるものを用いてこれら三者の満足のいく均衡点をみい
だそうとするものである。生産価値の労使への一定割分の配分，消費者にたい
する自己調整的・ 数学的方法の提示がそれである。31) ラッカー・プラン導入
者たちのかかる企業観は，労働による経営参加への道を開き，その内容を規定
する。
(4) 
ラッカー・プランの導入と運営の前提として，労働による経営参加が要請さ
れてくる。生産分配原理の正しい適用によって，次の基本的な人間欲求，すな
わち所属し，チームの一員となる所属欲求，業務改善への参加欲求，要職にあ
る人たちとの社交の欲求，所得増加による威信や重要性の増大の証明欲求，な
:29)今坂，前掲書， 229ペー ジ。
30)今坂，前掲書， 223ペー ジ。
31)今坂，前掲書， 229ペー ジ。
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らびに無干渉の欲求が満足させられる，という。82)
ラッカー式生産分配制度の運営をつかさどる機構は生産分配委員会である。
それは， 「従業業員が経営に参加する最も重要なより所である」88) とか， 「ラ
ッカー・プランのチェインで最も重要な部分である」84) とかいわれる。 この
生産分配委員会を通す従業員の経営参加によって，人間欲求は満足させられる
ところとなるが， より具体的，直接的には委員会は経済的改善業務に関与す
る。参加はこれまで等閑にふされてきた従業員の「知能，経験，判断力を結合
した莫大な潜在能力」85) を開発し， かくて「生産性を向上させ， それととも
に各自の賃金を高め， また自己尊重の意識を向上させる•…..」86) ことができ
る， という。委員会の構成，処理問題，機能ならびに権限は次のごときであ
る。
構成について， i)委員会は，主要各課からの選挙または任命による労働者
代表と，そのほかに％ないしは％位の数の監督者でもって構成される。 i)そ
れは，経営幹部と，経験のつんだ資格のある従業員，組合のある場合には任期
中勤めうる労組の執行委員長の共同議長をもつ。 ii)他の委員の％は 3~4ケ
月ごとに新役員と交替する。37)
この委員会で取りあげられる問題は次のごときである。 i)月度と年度の生
産性および賃金の増大目標の設定， i)次の事項に関する従業員のアイディア
の審査， a)原材料の浪費，破損の減少， b)品質の向上，得意先からの返品
の減少および製造過程上の作業損失と作業余裕の減少， c)これらに基づく生
産量の増加， d)欠勤および不必要な超過勤務の減少， ii)従業員のアイディ
アの最高度な活用のため，次の手段への配慮， a)機械工具類の改善による取
32)今坂，前掲害， 305~307ペー ジ。
33)今坂，前掲書， 317ペー ジ。
34)今坂，前掲書， 319ペー ジ。
35)今坂，前掲書， 314ペー ジ。
36)今坂，前掲書， 317~318ペー ジ。
37)今坂，前掲書， 315ペー ジ。 329ペー ジ。
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替，据付，試運転，掃除のための機械停止時間の短縮， b)作業方法の改善に
よる無駄な動作の排除，疲労の減少，作業者の関心と生産性の高揚，つまり少
ない動作で作業をなしうるよりよい方法の発見， c)従業員のチームワークの
強化と，従業員，監督者および経営者の協力体制の増進， iv)共同議長による
会議議事日程の新旧別プロジェクトの準備， v)生産分配所得計算報告書の委
員会への提出とその検討， vi)委員会の勧告にしたがい決定と実行の経営担当
者による委員会への報告， vi)議事の記録，従業員からの請求による複写の
提供， vii)従業員交替の任命。38)
このように生産分配委員会に労使双方の代表者が出席する。ここでの主たる
活動は生産性の分野に関するところのものであって，この向上のための提案と
論評である。 しかし，生産性を賃金と関連づけて両者の目標設定もおこなわ
れ，また生産分配所得の報告と検討が意図される。すでに指摘したように，生
産価値的生産性を尺度とする分配率の決定は非恣意的，非人間的であり，自動
調整的におこなわれるので，団体交渉からはずされるべきであるという主張が
でる。そこで，これに関する報告とこれをめぐる質疑応答の場として生産分配
委員会が実質上重要な意味をもってでてくるように思える。そこで，この機構
による，つまりラッカー・プランによる参加は，いわゆる数学的科学的手法に
よるところのものであるということになる。従業員代表ないしは労組執行委員
長をこの委員会に常置させ，このプランに協力させんとする。しかも，すべて
の従業員に委員の経験をもたせ，意識的に管理的思考をうえつけていこうとす
るのである。賃金は直接生産価値的生産性に結びつけられ，生産性向上の結果
であり，またそのための動機づけである，とみなされる。したがって，従業員
に分配の公平感をうえつけるためにも，委員会の必要性がでてくるのである。
生産分配委員会の主目的を，経営者から従業員へ，またその逆の方向へとコ
ミュニケーションの通路の設定におく。39)それは，コミュニケーションの媒介
38)今坂，前掲書， 315ペー ジ。 322~326ペー ジ。 329~339ペー ジ。
39)今坂，前掲書， 320ペー ジ。
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機関として位置づけられているにすぎない。これがコミュニケーションとして
十二分に機能すると想定されるのは，ラッカー・プランによる生産性の向上を
統一目的とする労使関係の改善状況の創出があるからである。この委員会には
執行権をもたされず，生産分配制度が労使の相互利益に貢献できるようにあら
ゆる部門の助言機関としての責任をもたされるにすぎない。40) 経営の決定権
は経営に留保され，労働契約や苦情の分野の仕事を避けるように配慮されてい
る。しかし，ラッカー・プランのもとでの参加によって，これが弱体化させら
れることは避けがたい。生産分配委員会による労働の経営参加が労働にとって
どれほど実りあるかは疑問である。
ラッカー・プランはもともと管理機構なのである。生産価値的生産性の数値
は労働時間の経済的効率を示し，経営管理の効率を示す重要な数値としてとら
えられる。この数値と結びつけて給与の支払がなされ，従業員に刺激を与え，
生産性の向上に資さんとする。生産価値による分配は従業員にとって理解容易
であり，それだけ刺激効果も高い。しかも，この分配率は，利害関係者集団を
調和させる手段として思考されている。「経営の全体的観点からの管理目的と
いうことと知的な給与政策と，労使協力の協約という目的のためには，かかる
生産性の尺度は経営者の最も有用な手段・・・・・・」41) としてこたえうるのである。
参加はこのためのものであり，労働者，労働組合を経営の管理機構に組み込ま
せるための手段としての意義をもつことになる。
＝ 
(1) 
ナン・プッシュ会社では， 1926~1934年までの全売上高にたいする労使分配
率が平均19.46彩で，この上下差はわずか 1.71~ ると 1.28%にすぎないという安
40)今坂，前掲書， 322ペー ジ。 329ペー ジ。
41)今坂，前掲書， 169ペー ジ。
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定した事実をよみとり，これを20~るとして実践化した。その後1948年ラッカー
の主唱する付加価値にたいする分配率が尊入され，その36.5形が労働の公正分
配分として労使によって容認された。この方法によると，労働者への報酬は期
末の分配額計算後に支払われることになる。労働者はこの時点まで支払をまつ
ことができないので，暫定支給のために引出金 (drawings)制度が設けられて
いる。42)
この制度によって，労働者は，年間差別賃率 (yearlydifferential rates)に基
づいて算出された週当りの引出額（年間所得額X¼2) を受けとることになる。
これは予定額であって，所得額ではないのである。実現所得 (actualearnings) 
は， 4週ごとの計算後に確定される。引出額と実現所得額との差額は翌月 15日
までに全額精算払いされる。ただし，前者が後者を超過する場合に備えてと，
工場休業の際でも引き出しを可能とするために，会員 (associates)は，見禎年
間所得の25%に達する基金の積みたてを要求される。この積立基金 (reserves)
は，規定の額に達するまでその差額の％を留保することによって積みたてられ
る。したがって，各人の積立金勘定が満額に達しない場合には，その差額分の
％が支払われることになる。もし引出金が確定所得を超過して，積立金が規定
額の 5%を下廻った場合には，積立金のたて直しができるまで引出金は減らさ
れる，という。43)
所得額の決定と引出金算定の基礎として，会員の年間差別賃率が用いられ
る。労働報酬は職務内容や個人的能率に応じて差別されねばならない，とする
のである。このため，通常時間賃率が用いられ，一般市場時間賃率に週40時間
として52週の年間時間数である2,080時間を乗じて年間差別賃金が算定される。
これは各人の生産にたいする貢献度を示す尺度であり，分配額計算の基礎とし
て意味をもち，したがって従来の固定的な賃率とは異なる。この生産価値分配
42) Henry L. Nunn, Partners In Production -A New Role for Management and Labor 
1961. pp. 9~10. 
43) Nunn, op. cit., p. 10. 
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制度の適用をうける労働者は入社後 2年を経過した会員であって， 30日の試用
期間を経て， 2年間の見習期間中にあるものは従業員 (employee)として格付
され，かれらには産業一般の時間賃率で賃金が支払われる。44) ところが，こ
の従業員の賃金は労働者への配分額から支払われるので，会員はその賃金率が
高くなることを望まない。したがって，この賃金率は低くおさえられることに
なりがちである。しかも，会員の引出金はこの賃率と同じ水準に定められる。
しかし，引出額は予定額で，所得の増加と関係がないので，予定額の引き上げ
を求める動きはない，といわれる。45)
ナン・プッシュ・プランのもとでは，このように労働報酬は，ラッカーの付
加価値分配率を迎入してその一定割合に規制される。積立基金の減少をみた場
合には，引出金の削減を要求されている。引出金のレート修正は経営者と組合
執行部との協定によるとされるが，引出金は上述のように低くおさえられがち
である。所得の下支えは，最低賃金時間法の規制によらざるをえないことにな
る。この点で，団体交渉によって賃金が決定され，生産性向上分を賞与によっ
て報い，赤字差額を会社負担とするスキャンロン・プランよりも，はるかに労
働者は企業責任をになわせられている。製品価格の変動に労務費をすみやかに
適応させ，原価と価格の釣合いを保持し，価格調整を可能となすよう仕組まれ
ている。労働者の所得を事業情況と平行させることによって，また労働組合闘
争を不必要なものとする，という。すなわち価格上昇期における賃上げ闘争，
下降期における賃下げ反対闘争の必要性をなくすのである。賃金の下方硬直性
を作りあげている労働組合にこれを容認させるには，労働に企業内における相
当の地位を与えなければならないのである。これが，さらに労働者の雇用と所
得の安定性を保証することにもなる，と考える。
44) Nunn, op. cit., pp. 11-12. 
45) Henry L. Nunn, The Whole Man Goes To Work, 1953. ; 角田禎三訳「この労使
関係一誰が企業の主人であるかー」 170ページ。
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(2) 
このような労働報酬原理に応じて，企業内における労働者の位置づけはより
強固となる。労働による経営参加の主張が内容においてより強化されていくの
は，けだし必定である。
参加の合意は， ナン・ブッシュ製靴会社と熟練工組合 (IndustrialUnion of 
Master Craftsmen) との協議によって実現され，ここでの一致点は労働協約に
記載される。労働組合は運営資金を労働者自身で出資し，その書記長を労働者
によって選出し， しかも独裁的行為のための経営特権の放棄をとりつけてい
た。このことが，その組合が御用組合でないことの証左として示される。46)
労働組合の成立当初，苦情や提案は，書記長によって苦情処理委員会 (grie-
vance committee)に提出され，討議と決定がおこなわれた。それは，各部門か
ら1名ずつ選出された労働者の集りであった。もし委員会の決定が経営か不平
を訴えた労働者に受け入れられなかったら，合同評議会 (jointcouncil)に提出
されることができた。評議会は 8名から構成され， 4名は苦情処理委員会によ
って，他の 4名は経営によって任命された。ここでの決定は最終的なものであ
り，全当事者達を拘束した。会議の審議が行きづまった際には，両当事者は仲
裁を受け入れるよう強制された。 1935年のワグナー法によって合同評議会は公
式の委員会から非公式なものにきり変えられた47)が，実質的な意義は依然と
して保持しつづけた，という。48) ナンは，民主的な共同企業体にあっては，
協調的努力のために経営の権力は制限され，労使同数から成る共同会議 (joint
board)にたいして責任をもつべきであり，また必要に応じてそれに仲裁者とし
て介在し，行動する公衆の代表を参加させるべきである，という。共同会議を
46) Nunn, Partners In Production, p. 85. ナン著・角田訳「この労使関係」 130ペー
ジ。
47) Nunn, Partners In Prodnction, p. 94. 
48)ナン・角田訳「この労使関係」 150ベージ。
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労使関係の問題を解決するための最高司法機関 (highestjudicial body)とみな
し，他方経営との協調のために生産委員会 (productioncommittees)を想定し
て，その委員は各部門で民主的に選出されるぺきである，という。49)
経営がその権限を放棄し，労働組合との協議ないしは合意を必要とする事項
は次のごときである。 i)会社帳簿の閲覧．既述の労働報酬の立て前から，そ
の正当性を保証するため，労働組合は会社帳簿の自由な閲覧を許される。経営
は，組合の選定した公認会計士によって付加価値と労働者への分配額が調ぺら
れることに同意する。50) i)価格変更． 価格変更は付加価値に大きな影響を
及ぼすので，その意図のある場合には，経営は事前に組合執行部と協議するこ
とに同意する。51) ii)新規雇用．新規労働者の雇用は経営の管轄とするが，
それを承認ないしは拒否する組合執行部の権利を条件とする。s2> iv)昇進と
一時解雇．昇進について，勤務年数の長い労備者が，その資格と業績に正当な
配慮がなされた上で昇進を申し渡される。53) 一時解雇では，先任記録にした
がって短い勤続年数の労働からおこなわれる。再雇用の際には勤務年数の長い
ものから順におこなわれなければならない。いわゆる先任権 (senioritytights) 
の適用がなされるのである。s4)v)新作業．新作業の採用や旧作業の廃止は組
合執行部と経営との相互の一致による。55) 協約に定められたこれら規定のほ
かにも，さまざまな事項について相談や意見，合意を求められた。すなわち，
vi)時間研究．各作業の適正評価のために，労使の折半負担による労働者出身
49) Nunn, Partners In Production, p. 181. 
50) Nunn, Partners In Production, p. 194. ナン著・角田訳『この労使関係』 174ペ
ジー。
51) Nunn, Partners In Production, p. 194. ナン著・角田訳『この労使関係』 174ペー
ジ。
52) Nunn, Partners In Production, p. 202. 
53) Nunn, op. cit., p. 203. 
54) Nunn, op. cit., pp. 202-206. 
55) Nunn, op. cit., p. 203. 
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のIE技師を雇用した。5a) vi)労働者代表取締役の選任．重役会の構成員に
労働者の指名による工場の労働者から 1名，小売店から 1名を参加させた。し
かも，労働者代表は組合の書記や弁護士を同伴して出席し，助言を得ることが
できた。57) このほか， vii)工場規則，作業計画，教育訓練，役員報酬，監督
者の選任，安全にも関与する。
成果の配分はいうまでもなく，財務，販売，人事，生産の領域に属する各事
項に広範にわたって労働の参加が認められている。一定分配率による労働報酬
の支払は経営の財務措置の正当性を前提とするので，労働に財務状況の公開を
許するのみならず，経営と同列に重役会への参加も是認する。しかし，労使の
利害の一致という観点から労働代表の取締役は協調的な人の選出が望まれてい
る。これは，合同評議会への労働代表についても妥当する。58) 価格変更への
参加は，むしろ価格切り下げに際して生産面でのより合理化を促進するための
刺激効果をもっており，実際には価格決定は販売担当専門家にまかされる。ま
た，この制度のもとでは，労務費率が一定であり，労働者相互に仲間の監視が
できるので，人事面について大幅に参加させることが可能となる。ちなみに，
労働者は 1人当り分配額を多くするために 1人当り生産高に関心をもち，この
ために従業員の新規雇用を極力抑制し，生産能率の向上を意図する。生産能率
にたいする関心の増大は，労働者を作業計画と作業割当や差別賃率の改善にむ
かわせる。賃率の変更によって経営の取り分はなんらの影響をうけるものでは
ないから，この修正やそのための職務評価を労働にまかせることが可能となる
のである。さきの労働報酬原理に応じて，労働による経営参加の主張が内容に
おいてこのように深化されていく。ナンは，資本主義体制下の自由企業は，動
56) Nunn, Partners In Production, pp. 46~48. ナン著・角田訳「この労使関係」
191~193ページ。
57) Nunn, Partners In Production, p. 5. pp. 52~53. ナン著・角田訳「この労使閲
係」 186~187ページ。
58) Nunn, Partners In Production, p. 53. 
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機として利潤追求が存在している，という。59) ナン・プッシュ・プランのも
とでの参加は，所詮利潤を追求する企業の管理体制下に組み込まれた参加なの
である。
(3) 
このような参加は，民主主義にたいする強い信頼をもち，それの産業への適
用を主張し，労働を共同企業体 (commonenterprise)のーパートナーとして把
握し，商品としての労働を批判するナンの理念の論理的帰結でもある。ナンに
とっては，このような経営参加方式は政治上の民主主義の産業組織への適用で
ある。すなわち，政治的民主主義の主要な特徴である言論の自由，多数に反対
する個人の権利，多数による採決とそれへの服従，大統領権限の制約，国民に
よって選出された代表者による法の作成，裁判手続による紛争の裁決が，産業
に導入されたものである。60)
これの労使関係への適用は，次の推論にいたる。経営の権力は制限されるべ
きである。労働者は経営の行動を知らされ，決定に際して自由な発言が許さ
れ，議決権が与えられねばならない。決定後はそれを受け入れ，連帯責任をと
らねばならない。組合は調和と能率の達成に向い，経営に敵対する独断的行動
を抑止する。もしなんらかの問題についての見解の相違が協議によって解決を
みない場合には，一方的力によるのではなく，仲裁機関に提訴して，その裁定
にしたがうことを必要とする。これが，ナンのいう民主的労使関係の概念であ
る。81) しかし，これによって経営の責任が軽減されたり，労働によって奪わ
れるものではない。経営のやり方が変えられたにすぎないのである。これまで
の専断的特権が放棄され，独裁的原理よりもむしろ民主的原理によって支配さ
59)ナン著・角田訳「この労使関係」 153ペー ジ。
60) Nunn, Partners In Production, pp. 89~90. 
61) Nunn, op. cit., pp. 4~5. p. 99. 
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れる，という。62)
(4) 
企業は共同企業体として把握されており，ここでは労働は生産とその成果に
直接参加しうるーパートナーとして位置づけられている。産業組織体 (indus-
trial organizations)の目的は大衆の欲する商品を生産することでなければなら
ず，しかも能率的に (efficiency)そうしなければならない，という。能率の意
味するところは，出資者にたいして適正な利潤が得られながらも，良質と低原
価が確保されると同時に，全従業員に安全にして満足のいく労働条件が必要で
あるということである。このために，労使は労働の経済的条件のみならず，従
業員の社会的，心理的要因にたいしても理解をもたねばならないのである。63)
今日でさえ，アメリカの労働者は生きるだけの賃金しかもらえず，貯蓄の余裕
はほとんどない。企業の規模拡大によって，組織は個人の上にそびえ，個人的
感「青，情緒，野心はますます無視されるにいたった。地位昇進を望めず，階級
的拘束をうけている労働者にい）， これら経済的，社会的・心理的要因の配慮
は欠かされないのである。
ところが，労働者の労働について，これまでの有力な経済観はそれを需給関
係によって売買される商品 (commodity)とみなす。最低の価格で買おうとする
経営と高価格で売ろうとする労働の双方に固着した考えである。しかし，ナン
にとって，これは誤りである。65) かれによれば，この考えから，さらに以下
のような労働観が推論される，という。
まず，労働者の所得を「生活賃金 (livingwage)」の水準におさえ込もうと
する考えである。商品としての労働観は，手エ労働者を，機械やその部品と同
62) Nunn, op. cit., p. 98. 
63) Nunn, op. cit., p. 178. 
64) Nunn, op. cit., p. 102~103. 
65) Nunn, op. cit., p. 104. 
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様交換可能な生産過程の一部とみなし，機械の機能に必要な以上に動力や給油
の必要はないといわしめる。経営は，労働者の生存と健康に必要な水準を越え
てかれらに報いようとする気持をもたない。ナンは，この観念が労働者の所得
増大への可能性を制限する作用をしている，という。88)
労働と商品の同一視から生じる経済的条件は労働者を社会的，心理的に望ま
しくない気持にさせ，この態度はまた不幸な経済的結果を生ぜせしめる，とい
う。労働者を経営者の野心のために使われる道具とみなすことをやめ，産業企
業の本質的要素としてその重要性にふさわしい身分と尊厳的地位を与える新し
い方法を探究してこそ，産業平和と繁栄への道が約束される，と期待する。87)
とりわけ，労働の商品観に支援された経営の独裁権力の乱用は，労働者の社会
的，心理的態度をはなはだしく傷つけた。68) この独裁的権力にたいして，
組織労働はそれと等しい自らの独裁権力でもって対抗するのが一般的であっ
た。69)
ナンにとって労働組合は民主的なものであり，その存在によって経営の仕事
は促進される，とみなす。このために労働者の団結と有能な指導者の必要性を
認める。ただし，共同企業体の見方からすれば，指都者は団体交渉の技術より
も，むしろ協調の技術を身につけねばならないのである。共同企業体における
労働の信条は経済的次元での集団行動ではなく，生産におけるパートナーとし
ての集団行動である。70) つまり，経営にとって必要なのは団体交渉ではな
く，団体協力なのである。71)
66) Nunn, op. cit., pp. 104~105. 
67) Nunn, op. cit., p. 105. 
68) Nunn, op. cit., p. 107. 
69) Nunn, op. cit., pp. 110~111. 
70) Nunn, op. cit., pp. 170~172. 
71)ナン著・角田訳「この労使関係J128ページ。
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(5) 
このような共同企業体視点から，従来の温情主義的福祉制度は批判の対象と
なる。労働者はあまやかされたり，保殿される弱者としてではなく，組織に
とって不可欠な， 自尊心のある構成員として受けとめられねばならないので
ある。72) ボーナス制 (BonusSchemes), 利潤分配制， 労働者の資本所有制
(Capital Shares Sold to Workers), 福祉政策と経営の発意はよる賃金保証ない
しは雇用保証を含むフ゜ロクター・ギャンプル制 (Procterand Gamble Plan), 
すぐれた賃金平準化制を発展させたホーメル制 (HomelPlan), 資本配当の制
限 (Limitationof Capital's Return), 共同決定 (Co-determination), 協議経営
(Consultative Management) にたいして，前進的政策として一定の評価を与え
ながらも，改良的， こ息的であり， 根本的欠陥がある， という。 ナンにとっ
て，これらの制度は，「問題の核心に迫っていない」のである。73) 
こういった進歩的労働政策にたいする， ナンの批判は概略次のごときであ
る。これらは，多くの場合独裁的権力の伝統的な特権の放棄という第 1段階を
とらず，労働を共同企業体における対等で賢明なパートナーとして認めていな
い。しかも，いずれも経営によって押しつけられたものであって，労使共同で
提案されたり，施行されたりしたものではない。さらに，ボーナス制や福祉制
度の進展，あるいは年間雇用保証や年間賃金保証さえもが時間賃率関係に内在
する旧来の悪弊を改善しようとするものではあるが，賃金制度に内在する硬直
性を排除するものでもなければ，経済を均衡させるに必要な弾力性を生みだす
ものでもないのである。74)
ドイツの共同決定にたいしては，正しい方向への第一歩であるとしながら
も，監査役会の労働代表者が全国組合の役員よりもむしろ，会社の労働者の間
72) Nunn, Partners In Production p. 150. 
73) Nunn, op. cit., p. 163.; 
74) Nunn, op. cit., p. 163. 
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から選出されるのでなければ， ドイツ労働者は真の参加の十分な成果を享受し
ないであろう，という。75) 協議経営については，それは，労働の潜在能力を
発展させる方向への第一歩であり，真の共同企業体の発展に必要な状態を準備
するものである，と考える。しかし，これは御用組合と結びつき，したがって
そこでの議論は経営の妨害にならないような，無害な問題に限定された。御用
組合は真の力をもたなかったので，その機能は，一定の方式で上部経営層に苦
情を提出し，その配慮と決定をまつ機会に限定された，という。76)
(6) 
ナン・プッシュ・プランによって，自由企業体制に内在する欠陥，すなわち
労使間の闘争，雇用の不安定性，ならびに景気変動が克服されうる，という。
この制度のもとでは，所得は事業情況に合わされることになっているので，不
況期には売価の引き下げが可能となり，したがって景気の浮揚力を強化させる
ことができると考えられているのである。また，不況時には価格の引き下げに
よって所得は減少するが，大幅な失業や長期間の工場閉鎖をせずに生産量を維
持していくことができる，という。労働者の所得は事業情況に順応するように
仕組まれているので，力でもって経営と対決する必要もないのである。77) ナ
ンは，自己のプランによって自由企業体制に内在する欠陥が克服されるとして
その信奉する体制を保持せんとするのである。
四
(1) 
スキャンロン・プランのもとでは，労働者への実際給与額は社会的一般的平
75) Nunn, op. cit., p. 160. 
76) Nunn, op. cit., pp. 160~161. 
77) Nunn, op. cit., pp. 23~27. 
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均賃率によって支払われており，基準給与額がこれを上廻る場合には，その差
額は賞与として支払われる。たとえ年度末に実際給与額が基準給与額を上廻っ
た赤字合計額に留保金が達しない場合でも，それは翌年度に繰り越されないで
経営によって負担され，労働者の負担するところとはならない。したがって，
労働は，すくなくとも社会的一般的平均賃率による賃金の支払を保証されてい
ることになる。ここに，スキャン・プランのもとで，団体交渉制や苦t青処理機
構と併存させなければならない参加機構，ひいては労働組合による経営参加論
の弱さがある。
強力な労働組合を主張し，これに企業にたいする批判的機能と生産性の向上
に資する梢極的，建設的機能をになわせることになるのである。このことは，
伝統的に批判的な制度としての団体交渉を純粋にその立場にとどめることを不
可能にしており， 団体交渉に経営全般にかかわる多要因の遅入への道を開か
せ，高次ないしは成熟した団体交渉の主張を余儀なくせしめている。
このことは，参加の意味を生産性向上の成果に労働を関与せしめ，労使のチ
ームワークを促進して，労働を生産性向上に協力させ，生産方法の改善と提案
の討議に加えることとしてとらえさせることになる。ここで討議される問題は
生産に関する事項を中心として分配等経営全般にわたっている。したがって，
このために創設される委員会の構成員には，経営の全領域から全階層が，労働
側からは組合代表と組合支部長も加わる。この委員会における決定権は経営に
よって保持されている。労働は討議と提案に参加するにすぎないのである。
ナン・ブッシュ・プランは， スキャンロン・プランにたいして対照的であ
る。それは，当初労働分配率を全売上高にたいする2096に設定したが，その後
1948年ラッカーの主唱する付加価値にたいする数値を等入した。ラッカーによ
ってみいだされた数値は全時代を通して一貫性をもっており，したがって将来
にむかっての予報可能性を有している。その数値は企業利害者集団の均衡状態
にたいする数学的点を示しており，非恣意的，非人間的な方法で確立されてい
る生産価値の分配率である。したがって，利害者集団の相互利益をますには，
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生産性の向上が必須的となる。労使の基本的な利益は同一である，ということ
になる。そこで，この分配率は団体交渉の対象外であり，労使の力関係によっ
て規定されるべきではないという主張がでてくる。力関係による分配の結果
は，構成員の一方が他方にたいして経済的制裁を加えることになるというので
ある。
分配額の確定は帳簿の締切り後になるので，それまでの暫定支給として引出
金制度が創設される。引出額を超過する実現所得額の差額は，見積年問所得の
25%に達するまで％の留保を要求される。引出金が確定所得を超過して，耕立
金が規定の 596を下廻った場合には，積立金のたて直しができるまで引出金は
減額させられる。 しかも， 2年未満勤続の従業員の賃率と引出額が同ーであ
り，しかもこの賃金は労働分配額から支払われるので，低くおさえられがちと
なる。所得の下支えは，最低賃金時間法の規制によらざるをえないのである。
労働者の所得は事業情況と平行させられ，労働者は大きな企業責任をになわせ
られる。また，これによっで労働組合闘争は不必要なものとして主張されるの
である。下方硬直的賃金を打破し，これを組合に容認せしめるには，労働に企
業内における相当の地位を与えられなければならないのである。
かくて，団体交渉は伝統的なそれとば性格を一変させられる。団体交歩では
なく，団体協力こそ必要なのである。労働組合指尋者は，団体交渉の技術より
も協調の技術を身につけねばならないのである。労働組合ないしは団体交渉を
このように把握するならば，あえて別途に参加機構を創設しなくても，従来ま
での労使関係機構でもって用がたりることになる。労働協約には通常の協約で
はみられないような事項が記載されている。決定権はもっばら経営に留保され
ているのではなく，労働組合も有している。このような参加形態は，ナンの民
主主義にたいする強い信頼とそれへの産業への適用，共同企業体のーパートナ
ーとしての労働の把握， 商品としての労働の批判からでる論理的帰結でもあ
る。
スキャンロン・プランにしろ，ナン・プッシュ・プランにしろ，これら制度
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はその現実におかれた状況のなかで生産関係と生産力の矛盾を資本主義的に止
揚していこうとするものである。前者にあっては労働組合にいまだ二面的性格
をになわせ，このための機構として団体交渉制と参加機構を想定せしめている
が，後者ではこれが一元的に構想されている。この意味で，ナン・プッシュ・
プランのほうが，より強度な止揚形態である。
(2) 
スキャンロン・プランのもとでの成果配分方式をうけて，そこでは参加機構
とならんで，労働組合による団体交渉制や苦情処理機構の併存が主張される。
強力な労働組合の存在が主張されるが，この組合に積極的，建設的役割をにな
わせようとする。結局，これによって労働組合を批判的立場から生産性の向上
に資する企業よりの立場に変えさせることを意味する。団体交渉には経営全般
にかかわる諸問題が導入され，賃金，労働時間，労働条件の交渉は企業よりに
妥協せざるをえなくなるのである。
参加は労働を生産性の向上に協力せしめようとするものであり，それによっ
て生産性を中心として分配等の経営全般にかかわる問題が討論される。このた
めの機構として生産委員会と審査委員会があり，これは経営の全領域から経営
の全階層が，組合からは支部長を含めた組合代表によって構成される。このこ
とは，このプランのもとでは団体交渉制と参加機構の区割りを不明確なものと
していく。りわけ，経営権の問題は注目されねばならない。権限は経営に留保
されており，だされる提案にたいして迅速かつ適切に決定が下されねばならな
いので，量的に増加する。この下される権限は利潤増大のための方法について
の意見不一致に下され，これに反対するものに下されるのではない。したがっ
て，この権限は発動と組織への浸透において容易かつ効率的となるのである。
ラッカーの近似常数の導入は，労働組合の団体交渉力を無力化させ，労働を
生産性の向上に努力せしめていく。しかも，売上高よりも企業収益としての性
格により近い処分可能価値に共通の利益を求めることによって，これを団体交
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渉の対象からはずし，労働を利潤の増大に向って一層努ヵさせていくことにな
るのである。賃金を生産性と関連づけて両者の目標を設定し，また生産分配所
得の報告と検討のために生産分配委員会が設定されるのである。分配に関する
質疑応答の場として，生産分配委員会は実質上重要な意味をもってくるように
思える。労働による経営参加の重要なより所であるこの委員会を通じての参加
は，数学的科学的手法によるところのものであるということになる。組合幹部
はもちろん，全従業員をもこれに関与せしめて，かれらに分配の公平感をうえ
つけ，生産性向上の意欲をおこさせ，管理者的思考をはぐくもうとするもので
ある。この委員会はコミュニケーションの媒介機関として，執行権をもたない
助言機関としてとらえられているにすぎない。経営の決定権は経営に留保され
ている。労働契約や苦情の問題は入らないよう配慮されている。委員会そのも
のは，権限からみてこの程度にしか参加の機能を果さないが，しかし労働組合
による伝統的な労働諸要求がそれ相当に弱められることは避けがたい。
生産価値的生産性の数値は労働時間の経済的効率，経営管理の効率を示す数
値なのである。経営の全体的観点からの管理，給与政策，労使協力のために，
この生産性尺度は経営にとって最も有用な手段なのである。参加も，この前提
としておこなわれるのであって，労働者，労働組合を経営の管理機構に組み込
ませるための手段としての意義をもつのである。
ナン・プッシュ・プランではこれがより強化され，一元的である。すなわ
ち，参加のための機構が新たに設定されることはなく，それを従来までの労使
関係機構でもって実現していこうとしている。団体交渉制そのものが従来まで
の性格を変えられてしまっているのである。それ故に，労働協約に経理の公
開，価格変更，新規雇用や昇進，一時解屑，新作業の採用や旧作業の廃止に
まで労働の権利を認めているのである。労働報酬を一定分配率に規定するなら
ば，労働にこのように大幅な参加を認めても企業利潤が損われることはない。
むしろ，管理の方法としてはより効果的なのである。
最後に指摘しておかなければならないのは，これら制度の主張者ないしは擁
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設者はいずれも資本主義の体制そのものに危機感をもっており，自己の制度が
体制の維持に貢献しうると考えている点である。スキャンロン・プラン実施会
社の従業員は現在の経済制度について高度な理解を示している。かれらは，フ゜ラ
ン実施の過程のなかでその意味を知って，資本主義の信奉者となる，という 78)0
また，ラッカー生産分配の原則の示すところによって，所有者が労働者や消費
者を犠牲して利益を得たのではなく，その源泉が生産量の増大にあるというこ
とは明らかである，という。これによって，共産主義者達の宣伝が事実をもっ
て絶ちきられることができる， となす79)。 個人の自由を犠牲にすることな
く，また社会主義や共産主義に屈服することもなく物質的，社会的，精神的福
祉の向上を可能にするのは，生産性の向上と物価上昇を上廻って賃金増加の加
速度的発展をつくりだすことである，という 80)。 ナン ・フッシュ・フ゜ランで
は，労働者の所得を事業状況に合わせることによって労働紛争，雇用の不安定
性，ならびに景気変動を回避することができ，かくして自由企業体制を守りう
る，と考えるのである。参加は，まさに資本主義体制の危機的状態が生みだし
た経営の管理制度なのである。
78) Lesieur, The Scanlon Plan ., pp 96~97. 
79)今坂『ラッカー・プラン」 68~70ペー ジ。
80)今坂，前掲書， 101ペー ジ。 156~157ペー ジ。
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